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《 北米産大豆 》 

１８／１９年 世界及び米国大豆生産予測・需給予測 

 米国農務省がまとめた、４月の１８／１９年度の世界大豆生産・需給予測によれば、ブラジ

ルで乾燥による単収低下の不安が緩和されたことやアルゼンチンでの生産増から、生産量は 

前回比０.５％増の３億６，０５８万トンとなりました。 

消費量が増えているものの、期初在庫と生産高の増加により相殺され、期末在庫は前回と変

わらず 1億７３６万トンとなりました。 

 また、同日発表された米国大豆生産・需給予測では、収穫面積や単収に大きな変化がなかっ

たことで、生産量も前回と変わらず１億２，３６６万トンとなりました。 

総需要量は輸出が増加したことで上方修正され、期末在庫は前回比０.１％減の２，４３７

万トンに下方修正されました。 

 

１８/１９年産 世界大豆生産・需給予測 

生 産 量 ３億６，０５８万ｔ （対前年比     ５.５％増） 

消 費 量 ３億４，９１１万ｔ （対前年比     ３.１％増） 

期末在庫量 １憶０，７３６万ｔ （対前年比     ８.４％増） 

期末在庫率 ３０.８％      （対前年度差 １.５ポイント増） 

１８/１９年産 米国大豆生産・需給予測 

生 産 量 １億２,３６６万ｔ （対前年比     ３.０％増） 

消 費 量 ６，０６６万ｔ   （対前年比     ２.８％増） 

輸 出 量 ５，１０３万ｔ   （対前年比    １１.９％減） 

期末在庫量 ２，４３７万ｔ   （対前年比   １０４.４％増） 

期末在庫率 ２１.８％     （対前年度差 １１.６ポイント増） 

 

 

〇１９年産米国大豆作付意向面積、主要生産州で軒並み減少 

 米農務省はこのほど１９年産米国大豆の作付意向調査を発表しました。それによると大豆の

作付意向面積は前年比５％減の８，４６２万エーカーと、需給緩和傾向を受けてかなりの減少

率となっています。数値が発表された２９州のうち大半の２４州で前年を下回っており、主要

生産州ではイリノイ州３％減、アイオワ州６％減、ミネソタ州６％減、ノースダコタ州６％減

と軒並み減少しています。 

 

〇１９年産カナダ大豆作付は３％減を予想 

 カナダ農務・農産食品省がこのほどまとめたレポートによると、大豆の作付面積は３％減の

２４８万ヘクタールと減少見通しにあり、西部での土壌水分不足が主な理由としています。こ

のため生産量も４％減の７００万トンを見込んでいます。 
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《 国産大豆 》 

〇平成３０年産国産大豆入札情報 

 日本特産農産物協会は平成３０年産大豆の３月の入札結果を発表しました。 

それによると、上場数量５，４３２トンで、落札数量が３，６００トン、落札率は６６％と

いう結果となりました。平均落札価格は、６０ｋｇ／９，３２５円となり、前月と比較すると、

６０ｋｇ／７９１円値上がりしました。 

 普通大豆の銘柄別では、北海道ユキシズカ小粒は２万２，８１６円と前月から５，２８１円

の２か月連続の大幅な値上がりとなり全量落札、ユキシズカ極小粒は１万７，４１０円と 

４，４０８円値上がりし、全量落札されています。 

 納豆用小粒は高値でもどうにか確保する動きが今後もあると思われ、更に値上がりする可能

性があると思われます。その他の一般品種も九州フクユタカや北海道とよまさりなどを中心に

全体価格を底上げすることも考えられるため、底堅い展開が続くと思われます。 

  

     入札月     上場数量     落札数量      落札率              

  １８年 １２月   ２，３３８ｔ     １，０５９ｔ    ４５％  

  １９年  １月   ５，８９７ｔ     ２，９３１ｔ    ５０％ 

  １９年  ２月   ６，２６６ｔ     ３，６２４ｔ    ５８％ 

  １９年  ３月   ５，４３２ｔ     ３，６００ｔ    ６６％ 

                                                 

    合 計   １９，９３３ｔ    １１，２１４ｔ    ５６％ 

 

《 トピックス 》 

〇２０２３年から遺伝子組み換え表示厳格化へ 

 内閣府消費者委員会は１１日までに、遺伝子組み換え（ＧＭ）食品ではないと表示できる条

件を厳格化する食品表示基準の改定案をまとめ、政府に答申しました。現行では重量比で５％

以下までＧＭの原料混入があっても良いのですが、改定案では不検出を条件としました。 

 消費者庁は年内に食品表示基準を改め、２０２３年から改定基準を適用する方針です。 

食品表示基準は大豆やトウモロコシなど８つの作物を使った納豆や豆腐など３３の加工品に

ついて、ＧＭの有無の表示を義務付けています。 

 現行ではＧＭの原料が流通過程で意図せず混入するケースを想定し、混入率が５％以下なら 

「ＧＭでない」「ＧＭでないものを分別」と表示することを認めており、５％超は「ＧＭ不分

別」と表示する必要があります。 

 改定案は、５％以下の表示を２つに分けて「ＧＭでない」と表示できるのは不検出時に限定。

５％以下の場合は「ＧＭ原材料の混入を防ぐため分別管理された大豆を使用」などとします。 

５％超は「ＧＭのものと分けて管理していません」といった表示にします。 

消費者庁は業者が対応する期間を考慮し、２３年４月以降から改定基準を適用する方針です。 


